
今年 2月、アメリカとイスラエルがイランに対して軍事攻撃を実施したことにより、中東情勢は緊迫化。今もなお不安定な状況が続いており、原油不足の懸
念が生じている。
医療現場でもその影響が出始めようとしている。医療材料は、医療用グローブやシリンジ等、石油由来製品が多く存在していることや、病院では医療機関

の空調や非常用発電に重油を用いており、持続的な医療提供体制が懸念されている。
日本は医療材料の多くをアジア経由で調達しており、原材料の供給不安定化・コスト上昇は医療材料の製造停滞リスクとなり、サプライチェーンの脆弱化
により、各メーカーが出荷制限をかけるなどしたため、現場では、供給不足や価格上昇が生じている。
このことを受け、茨城県保険医協会では中東情勢の影響に伴う各医療機関の医療材料の在庫や供給状況を調査。調査結果から、特に医療用グローブの
供給状況がひっ迫していることが確認できたため、茨城県に対して緊急要請を行った。

医療材料供給体制に関して茨城県に緊急要請
　茨城県保険医協会
は 4月21日（火）、中
東情勢の影響に伴う医
療材料不足に関して、
茨城県保健医療部に
緊急対応を求める要請
を行った。本要請行動
は、玉造順一県議会議
員の仲介により実現。
茨城県保健医療部か
らは丸山慧保健医療
部長、小野幸子保健医
療部次長兼医療局長ら7 名が、保険医協会からは高橋秀夫会長と事務局
が参加した。
　冒頭、高橋秀夫会長より、協会が行った「中東情勢の影響に伴う医療機
関の医療材料在庫・供給状況緊急調査」をもとに、医療材料の中でも医療
用グローブの不足が最も深刻であること、医療用グローブに関してすでに価
格が高騰し始めていることを伝えた。また、国が「医療用グローブ 5,000 万
枚放出」を表明したこと関して、放出される時期が早くとも5月下旬であるこ
と、放出される量が 5,000 万枚では必要とする医療機関にしっかりと行き届く
か、この 2 点について懸念を示した。更には、医療材料の不足感は小規模
な医療機関、特に歯科により強く出ていること、医療用グローブが枯渇し診
療を中止する事態にならないよう、県としての迅速な対応を求めた。
　これに対し丸山保健医療部長は、小規模な診療所ほど医療材料のストッ
クは大変であることに理解を示したうえで、本件に関して厚生労働省との間
で情報収集を開始したとの発言があった。また、医療機関への資材供給体
制に関して、不足している部分があることは共通認識を持っているとした。
　一方、医療用グローブの備蓄放出については、新型インフルエンザ等対
策特別措置法に基づき国との調整が必要である中で、地域医療が止まるこ
とのないよう対応をしていきたいとした。
　丸山保健医療部長によれば、厚生労働省の方でも、医療材料不足は歯
科が一番厳しい状況にあるという認識をもっていること、国からの医療用グ
ローブ放出に関しては、情勢を見ながら追加放出が検討されるのではないか
との見通しを示した。
　また、医療用グローブの放出時期について、協会側から放出時期に懸念
が示された点について、国と連携をとっていきたいとも述べた。

必要あれば県の備蓄放出
　4月24日（金）に開催された茨城県知事定例記者会見では、マスコミ側か
ら、保険医協会の要請に関して、大井川知事にコメントを求める場面があった。
　大井川知事は会見で、4月に入って石油関連製品の不足、仕入れの困
難さが増しており、不安感が高まっているとしたが、現状、医療現場で深刻
な物資不足が起こっている状況は把握していないとした。
　備蓄放出に関して、基本的には5月の国の備蓄放出の状況を見ながらに
はなるが、医療に対して本当に支障があるという状況を把握できれば、県の
備蓄を放出する準備を進めるとも述べた。
協会調査・マスコミ各紙が報道
　今回、協会が行った調査は茨城新聞を皮切りに、NHK 茨城、朝日新聞
茨城版、読売新聞茨城版、日刊ゲンダイの各マスコミが報道し、医療機関
の実情が広く周知された。丸山保健医療部長（左）に要望書を手渡す高橋会長（右）

協会が県に対して行った要請では、県の備蓄放出や医療材料の供給・
価格の正常化を求めた

中東情勢による医療材料への影響懸念
茨城県保健医療部に対して緊急要請




